
～社会経済システムの再編成～

現在進行中の第4次産業革命が、私たちの暮らす社会と経済
に及ぼすインパクトには、測り知れないものがある。深層学
習という底知れぬ能力を秘めた人工知能（AI）が、第4次産
業革命の担い手にほかならない。過去3度の産業革命のいず
れもが、経済の成長・発展、生活の利便性・快適性の著しい
向上をもたらした。第4次産業革命にも同様の効果が期待さ
れるが、その革新のスピードが余りにも速いため、変革の過
程における「適応」（adaptation）は容易でない。変革への
最適な適応策を提示するのが本研究のねらいである。

2020年度実績報告

研究目的と方法

　2020年度は、コロナ禍に明けコロナ禍に暮れた異例ずくめの年度で
あった。ほぼすべての大学や企業が、職員の出勤を極力抑え、リモート
ワーク（在宅勤務）を採用し、授業、会議、会合等、人の移動と対面を
伴う催しのほとんどが、対面方式ではなくオンライン方式を採用するこ
ととなった。また、感染予防を第一義とする消費者は、やむをえず非接
触のインターネット通販を選好する。もともと日本の中高年世代のデジ
タル・リテラシーは、欧米のみならず東アジア諸国の同世代と比べて、
相対的に劣位にあったのだが、コロナ禍の持続が、生活様式のデジタ
ル・トランスフォーメーション（DX）を半ば強制的に推し進めた。本基
幹プロジェクトの研究会もまた、対面での開催はできる限り控え、メー
ル会議において、コロナ禍と本基幹プロジェクトの研究課題の関連性に
ついて、以下のような認識を共有することを確認した上で、各人が担当
する最終報告書のチャプター執筆に専念することとした。
　日本の制度・慣行が有する慣性効果はことのほか強靭であり、改革
または変革の内生的契機はいたって乏しい。近代史をひもとけば、日本
の制度・慣行に一大変革が及んだ過去の事例は、1867年の明治維新
による開国という外圧、そして1945年の敗戦による米軍駐留という外
圧に促されての、2度しかなかったことに気づく。日本の制度・慣行は、
内生的には変わりにくい半面、外圧にさらされれば瞬く間に変わるとい
う一見不可思議な特性をも併せ持つ。ここ一両年、コロナ禍という外圧
にさらされることにより、デジタル化とは相容れない日本的制度・慣行
の多くが否も応もなく改編を余儀なくされ、DXの進行を予想外に速め
る結果を招いた。
　以上のような時代認識を、それぞれが共有した上で執筆された最終
報告書の、章ごとの要約を付した内容一覧は、以下の通りである。

第1部 第4次産業革命とは何か＜第1～14章＞（1～43頁）
　第4次産業革命が経済社会をどう変えるのかについて概説する。AI
が人間労働の過半を不必要とする結果、2人に1人の失職者にベーシッ
ク・インカムを供与すべしとする通説の誤りを正し、トマス・モアやジョ
ン・メイナード・ケインズが描いたユートピアを実現させるための技術と
してAIを位置づけ、過半の人々が労働から解放された「豊かな社会」へ
の方途を探る。また、国家という枠組みが第4次産業革命を経た後も持
続されると仮定しての話だが、安価な電力供給の可否が国家の経済的
繁栄の必要条件となることが示される。その他、第4次産業革命がもた
らす社会の変化を、社会科学的思考を駆使して解読し、それへの適応
策を提案する（佐和隆光）。
　
第2部 第4次産業革命にともなう社会の変化＜第1～7章＞
（45～109頁）
第1章 第4次産業革命時代における日本のテレビ局の役割
　広告収入や投稿自体の満足感を求めて日々膨大な数の動画がSNS
に投稿され、世界中で閲覧されている。こうした状況下、動画配信を担
うテレビ局の役割は以下の通りに限定される。1）個人が提供する動画
の検索・選別・編集。2）生活にとってレレバントな地域情報の住民へ
の正確かつ迅速な伝達。3）永年培った映像情報の保存・活用（アーカ
イブ）。4）資本と情報網を活かす大型番組の制作（下村研一）。

第2章 コンピュータ創作物の著作権法上の扱い
　人間の創作的関与のないコンピュータ創作物（AI生成物）を、現行
の著作権法により保護することはできない。保護するための法改正を望
む声もあるが、AI生成物を保護することは現行の著作権法の背後にあ
る法理と整合的でない。AI生成物を自己の著作物であると僭称する行
為について最低限の対処をすれば事足りる（宮脇正晴）。

第3章 第4次産業革命とICT分野のイノベーションおよび知的財産権
　ICT分野での特許権が乱立し、企業間の権利関係が錯綜する中、利
害関係の異なる多岐多様なプレイヤーが参入する「特許の藪」問題が
深刻化し、発明からの収益の専有を高める特許制度の効能が十全に機
能せず、結果として、研究開発のインセンティブ付けが損なわれ、今後、
研究開発投資が減少する可能性が懸念される（大西宏一郎）。

第4章 因果性と異質性の経済学と機械学習
　機械学習と計量経済学の融合である「因果的機械学習」の強みと弱み
を検証する。説明力を最大化しつつ因果性のみならず異質性をも検証で
きる因果的機械学習の応用範囲は極めて広い。ただし、データの
unconfoundednessという条件付独立性の仮定が厳しすぎる、限界効
果（偏微係数）の導出に難があり社会厚生分析がやりにくいなどの弱み
がある（依田高典）。

第5章 人工知能と経済成長の諸問題
　人工知能による自動化が可能なタスクと不可能なタスクが相互に補完
的か代替的かが、AIの経済成長への効果の有無の決め手となる。自動
化が完全に進行すれば経済は持続的に成長するが、自動化が不完全な
らば持続的成長は停止し、経済は縮小する破目となる。自動化が究極ま
で進み、労働投入が必要最低限まで縮小されたとき、タスク間の関係が
補完的ならば、全ての付加価値が労働に分配される（二神孝一）。

第6章 第4次産業革命下の競争政策と経済分析
　プラットフォーム企業は膨大な数の取引を日々仲介しているが、近年、
プラットフォーム企業が収集する個人データの帰属や取引先企業への優
越的地位の濫用が問題視されるようになった。プラットフォーム企業同
士の合併が社会的に望ましい帰結をもたらすか否かなど、競争政策上、
いかなる懸念が抱かれるのかについて概観する（若森直樹）。

第7章 プラットフォーム、シェアリングエコノミー、P2P取引は市場経
済をどう変えるのか
　1960年代に始まる高度経済成長期から80年代後半のバブル経済
期、90年のバブル崩壊を画しての長期低迷期（失われた20年）、その後
の超金融緩和期を経た今日、標題にある通り、第4次産業革命のもたら
す変容が、日本経済の既存の秩序を根底から揺るがしつつある。生産か
ら消費に至る流通構造、広告による情報伝達、市場参加者への分配構
造に焦点を当てながら、第4次産業革命がもたらす市場経済の変容を概
観する（新海哲哉）。

　以上に要約した報告書の英語版をも併せ刊行した。

基幹プログラム

■参加研究者
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　第4次産業革命は、目下、経済社会に対し根源的な変容を迫りつつ
ある。工場の無人化、事務労働の人工知能（AI）による代替、医師、弁
護士等の専門職の職能の一部のAIによる代替などが限りなく進行する。
その結果、次のような経済社会の構造変化が予想される。第一に、少
なくとも10～ 20％の雇用が喪失される。第二に、IoT（モノのインター
ネット）の進展に伴い、検索エンジンを使っての情報の取得、電子メー
ルの送受信、再生可能エネルギーに代表されるように、多くのモノ・
サービスの限界費用（もう1単位のモノ・サービスを供給するのに要す
る費用）がほぼゼロとなる。それゆえ、自由で競争的な市場は効率的に
機能しなくなる。GAFA（グーグル、アップル、フェイスブック、アマゾ
ン）やマイクロソフト、テンセント、アリババなど米中のIT企業が、製造
業各社や金融業各社を尻目に、株式時価総額世界ランキング（2021
年5月末）の上位10社に居並ぶ結果となる。労働生産性と資本生産性
においてIT企業は製造業や金融業を圧倒するからだ。第三に、成熟化
した市場経済社会において消費者は「所有」より「利用」を重んじるよ
うになる。そうした趨勢を見越して、2009年3月、自動車配車アプリを
運営するウーバー社が創設され、瞬く間に、世界各国にサービスを展開
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第4次産業革命への適応

今後の計画・期待される効果

　社会科学者による第4次産業革命に関する体系的研究は、従来、少なくとも国内においては類例が見出せず、本基幹プ
ログラムをその嚆矢と評しても過分ではあるまい。2019年以降の3年間を振り返ってみても、デジタル・トランスフォー
メーション（DX）は着実に進行しつつある。既述の通り、2020年3月に始まるコロナ禍は、研究プロジェクト推進の妨げ
となった半面、DXの想定外の推進力として働き、私たちが「今後10年で」と考えていた諸々のDXのいくつかが瞬く間に
実現するプロセスを目の当たりに実見する、という貴重な経験を共有することができた。一例を挙げれば、大学の授業の多
くがオンライン化された。深夜でも早朝でも、学生は自分の都合にあわせて授業を聴講できる。講義の映像もまた、教員の
都合にあわせて何時でも何処ででも収録できる。授業に難解な箇所があれば、学生はその箇所を繰り返し聴き直すことが
できる。とはいえ、大学生であることの「意味」は、授業に出席することのみならず、大学のキャンパスを散策することに始
まり、友人との付き合い、学生同士の議論・討論、図書館での読書、夜を徹しての実験・調査研究、部活動など多岐多様
に及ぶ。授業はオンラインで済むかもしれないけれども、対面的接触を抜きにして、大学生であることの意味を実感するこ
とはできそうにない。こうした経験を通じて私たちが学んだのは、第4次産業革命が大学教育に及ぼす好悪両面の影響と、
対面とオンラインの組み合わせによる適応策の具体的実践である。
　本基幹プロジェクトは20年度末をもって終了するが、当初、私たちは、今後10年先、20年先を見越して第4次産業革
命への適応策を検討するつもりでいたのだが、すでに第4次産業革命は私たちの生活、教育、仕事などの随所に根源的な
変革を迫っており、しかるべき適応策を講じることが喫緊の課題と目されるようになっている。私たちの研究が、適切な適
応策を探索する上での一助となることを願って、2020年度のアニュアルレポートを締めくくりたい。

するようになった。その他、インターネットを介しての様々なプラット
フォームビジネスが世界を席巻するようになった。IT産業、そしてプラッ
トフォームビジネスが、製造業や金融業を押しのけ、経済の中枢部に位
するようになったのだ。こうした経済社会の変容を受け、工業化社会を
前提にすえる既成経済学に対し、根源的なパラダイムシフトが求められ
ている。


